
国土交通省における農林水産物・食品の輸出促進に係る取組

○ 海外のコールドチェーン物流サービスの品質向上を目指すため、コールドチェーン物流サービスの国際標準化の推進
及び官民ファンドを活用した我が国物流事業者の海外展開支援を実施。

コールドチェーン物流サービスの国際標準化の推進

我が国物流事業者に有利な市場環境を形成するため、日本式コール
ドチェーンに関する国際規格（ISO31512）の今年度中の発行を目指
すとともに、当該規格の普及・取得促進のための検討会を設置し、官
民連携による働きかけを実施する。

<日本式コールドチェーン物流サービスの国際規格: ISO31512>

令和７年度の取組

• ASEAN諸国等に対するコールドチェーン物流サービス規格の普及
に向け、官民連携によるセミナー等を開催し、当該規格の意義や
重要性等を周知する。

• 日本が議長を務める常設委員会（TC315）に提案する、日本主導
の新たな規格を検討する。

• 他国提案について、日本への影響を分析し、必要に応じて対応す
る。

• 上記についての対応方針や戦略等を検討するため、官民学連携
による国際標準化に関する勉強会を実施する。

発行日 令和6年12月（予定）

対象

内容

事業者間（BtoB）コールドチェーン物流サービス

低温保管/輸送を行うに当たって考慮すべき要求事項等

コールドチェーン物流の海外展開支援

3 相手国への交渉力を強化

日本方式の事業運営を支援

 官民ファンド「(株)海外交通・都市開発事業支援機構(JOIN)」により
我が国物流事業者の海外展開を支援。
コールドチェーン物流サービスに関して、3件の投資実績
（令和６年８月現在）を有する。

JOIN活用によるメリット

1

2

共同出資によってリスクを分担するとともに、事業性向上によって

ファイナンス組成を円滑化。

現地事業体への役員等の人材派遣を行うことで、商業リスクを軽減。

政府出資機関としてプロジェクトに参画することで、政治リスクを軽減。

海外プロジェクトの事業化を促進

 引き続き、JOINの活用により、資金の供給、専門家の派遣等による、
コールドチェーン物流を担う我が国企業の海外市場への参入を促進
する。

 インドネシア 冷凍冷蔵倉庫整備・運営事業（平成29年1月24日認可）
 マレーシア コールドチェーン物流運営事業（平成31年3月26日認可）
 ベトナム コールドチェーン支援事業（令和元年12月24日認可）

官民ファンドによる海外展開支援

※なお、2023年度の多額の損失計上を踏まえ、今般、国土交通省に設置した有識者委員会
において、JOINの役割、在り方、経営改善策等を検証・検討することとし、その結果が出る
までは、新規支援決定を見合わせることとしている。
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民間事業者

○目的
国内外において未だに根強く残る風評・不安等の払拭、ALPS処

理水に対する理解醸成、諸外国・地域における日本産品に対する
輸入規制撤廃等に対処するため、国内外に対して効果的な情報
発信を強化する。
また、福島県内の自治体が自らの創意工夫によって行う地域の

魅力や食品等の安全性等の情報発信の取組を支援する。

○事業概要
新聞・テレビ・ラジオ・マンガ・インターネット・SNSなど様々な媒体を

活用し、放射線及び除去土壌の再生利用に関する基礎知識や福島
の復興の現状、及びALPS処理水の安全性などを国内外に向けて情
報発信する。
また、市町村等が自らの創意工夫によって地域の復興・創生に向

けた取組や食品等の安全性等について理解を深めるための情報発
信やイベントの実施等を継続的に取り組む環境整備について支援

し、継続的に発信できる基盤を整える。

風評払拭・リスクコミュニケーション強化対策（復興庁風評リスコミ・広報班）

令和7年度概算要求額 ２０億円【復興】
（令和6年度予算額 ２０億円）

目的・事業概要 事業イメージ・具体例

資金の流れ

（１）風評払拭・リスクコミュニケーション強化事業
国内外において、放射線に対する知識や福島の復興状況及びALPS処理

水に関する理解が促進されることが期待される。

（２）地域情報発信交付金
地域の魅力等の情報発信を持続的に実施できる体制づくり及び福島県産

品等への風評払拭を促進することにより、福島の復興・再生を加速すること
が期待される。

期待される効果

復
興
庁

県・
市町村

交付金

福島再生加速化交付金
（地域魅力向上・発信支援事業）

復
興
庁

業務発注(請負)

地域の魅力を発信するイベントの開催 水産物等の安全性を発信する情報
発信コンテンツ（動画等）の作成

FMラジオ番組にて風評払拭に向けた
取組を放送。取材時動画も配信

（１）風評払拭・リスクコミュニケーション強化事業

（２）地域情報発信交付金

（１）風評払拭・リスクコミュニケーション強化事業

（２）地域情報発信交付金

海外向けポータルサイト「Fukushima 
Updates」において、福島に関する複
数の疑問にFAQ方式で回答
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お問い合わせ先について

お問い合わせ先担当部署名事業名

03-5253-5523総務省自治行政局地域政策課ローカル10,000プロジェクト

03-5501-8336外務省経済局官民連携推進室官民連携推進事業

03-3580-3311外務省大臣官房在外公館課在外公館用の日本産酒類関連経費

03-5501-8491外務省大臣官房地方連携推進室

地域の魅力海外発信支援事業

地方創生支援 飯倉公館活用対外発信事業

03-5501-8134外務省大臣官房国際報道官室

外国報道関係者招へい

日本特集番組制作支援事業

03-5501-8127外務省大臣官房広報文化外交戦略課「日本の魅力」発信事業

03-5501-8139外務省大臣官房文化交流・海外広報課

在外公館文化事業

独立行政法人国際交流基金運営費交付金

03-3581-4161
国税庁酒税課日本産酒類海外展開支援事業費補助金等

国税庁鑑定企画官独立行政法人酒類総合研究所運営費交付金



お問い合わせ先担当部署事業名

03-3595-2337厚生労働省食品監視安全課農林水産物・食品の輸出拡大に向けた対応
(輸出食肉・水産食品安全対策、輸出食品の規制対策等のための研究)

03-3501-6759経済産業省通商政策局局貿易振興課

中堅・中小企業輸出支援エコシステム形成事業

越境EC等利活用促進事業

中堅・中小企業海外展開支援事業

03-5253-8800国土交通省物流・自動車局国際物流室コールドチェーン物流サービス分野の国際標準化推進事業

03-6328-0248復興庁風評リスコミ・広報班風評払拭・リスクコミュニケーション強化事業




